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第５章 電子行政資料に対する取組 

 

以下、電子行政資料の収集、提供、課題等について述べる。 
なお、本調査における電子行政資料とは、以下のものを対象とすることとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１ 電子行政資料の収集 

ここでは、まず収集の実施の有無を尋ねた。続いて、実施館を対象に規定や方針の有無、対象とす

るファイルの形式、収集方法について尋ねた。 

(1)  収集 

まず、電子行政資料の収集を実施しているかどうかについて尋ねた（図 5.1）。 

都道府県立図書館では、「収集している」と回答した館が 27 館（57.4%）であった。市区町村立図

書館では、「収集している」と回答した館が 113 館（9.0%）であった。都道府県立図書館でも６割を

切り、とりわけ市区町村立図書館では、実施率はまだまだ低い結果となった。 

本調査で「電子行政資料」として対象とするのは、所属する自治体（市区町村。都道府県は除く）

が公式ウェブサイト上で提供・公開する地域行政情報で、以下のようなもの。 

ただし、提供が CD-R、DVD-R 等パッケージ系の電子メディアのみで行われ、ウェブサイトでは

公開されていないものは除く。 

○ 従前は紙媒体で刊行されていた地域行政資料で、紙媒体による刊行を終了し、自治体ウェブサイ

ト上の電子情報のみで提供されているもの。 

○ 紙媒体での刊行が継続されたまま、自治体ウェブサイト上でも同様の電子情報が提供されるよう

になったもの。 

○ 紙媒体での刊行を経ず、新たに自治体ウェブサイト上のみで提供が開始されるようになった行政

情報。 

※図中Ａ～Ｅを調査対象とする 
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図 5.1 電子行政資料の収集 

 

(2) 電子行政資料に関する納本規程 

本問以降３までは、本章１(1)で「収集している」と回答した図書館を対象として調査した。 

まず、行政施策の中で制度化されているかどうかを確認するために、電子行政資料について図書

館への納本の規程の有無を尋ねた（図 5.2）。 

都道府県立図書館では３館（11.1%）、市区町村立図書館では４館（3.5%）と、いずれも低い数値

で自治体としての制度化が進んでいないことが分かる。存在する場合でも、自治体の「県文書管理

規程」や「市行政資料取扱規程」の中で、特に媒体を問わずに図書館への納本が定められているも

のが見受けられた。 

図 5.2 電子行政資料に関する納本規程 

 

(3)  電子行政資料に関する収集方針 

次に図書館の中での電子行政資料の位置づけを把握するために、図書館での収集方針や基準の有

無について尋ねた（図 5.3）。 

「電子行政資料の収集に限定した方針や基準がある」と回答した館が、都道府県立図書館におい

ては全館、市区町村立図書館でも 97 館（85.8%）であった。図書館側では地域資料としての電子行

政資料の位置付けが明確となっていることがうかがえる。 

図 5.3 収集方針 

27 (57.4%)

113 (9.0%)

19 (40.4%)

1136 (90.7%)

1
2.1%

4 (0.3%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=  47)

市区町村(n=1253)

収集している 収集していない 無回答

3 (11.1%)

4 (3.5%)

24 (88.9%)

105 (92.9%) 4 (3.5%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=  27)

市区町村(n= 113)

ある ない 無回答

27 (100.0%)

97 (85.8%)

2 (1.8%)
3 (2.7%)

2 (1.8%)
9

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=  27)

市区町村(n= 113)

電子行政資料の収集に限定した方針や基準がある
全体の収集方針等で一部電子行政資料の収集に言及している
電子行政資料の方針や基準はない
その他
無回答
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(4)  電子行政資料の収集対象 

これまで紙媒体で刊行されていた行政資料が、電子情報に置き換わることが多く、図書館として

も収集の継続性という点から課題となっている。そこで収集対象とする資料の範囲を、紙媒体での

提供から電子情報での提供に変更された場合と、初めから電子情報で提供されている場合とに分け

てファイル形式を尋ねた（図 5.4、5.5）。 

紙媒体からの変更資料については、都道府県立図書館では全館、市区町村立図書館でも 97 館

（85.8%）と、PDF 形式では高い数値であった。一方 Office ファイル等では約６割となった。 

新規に電子情報として刊行された場合は、都道府県立図書館でも市区町村立図書館でも、PDF 形

式で６割を超え、Office ファイルが５割程度となった。PDF 形式のような容易に編集ができないフ

ァイル形式を対象としている点からも、図書館側としては従来の紙媒体の代替物として電子情報を

とらえていることがうかがえる。 

また母数が異なるので一概には判断できないが、音声ファイルや動画ファイルの収集については、

市区町村立図書館の方が高い割合を示した。 

図 5.4 収集対象（都道府県） 

調査対象数 27（複数回答可） 

図 5.5 収集対象（市区町村） 

調査対象数 113（複数回答可） 

 

(5)  電子行政資料収集に際しての許諾手続き 

ウェブサイト上の電子ファイルの保存は、厳密には著作権法上の「複製」に該当し、収集（複製）

に際しては著作権者の許諾が必要となる。許諾手続きについて、現場での対応方法について尋ねた

（図 5.6）。 

都道府県立図書館では、「個別に得ている」が 14 館（51.9%）と多かったのに対し、市区町村立図

書館では「包括的に得ている」の 48 館（42.5%）が多かった。また「その他」として「許諾を得て

いない」と回答する館も複数あり、その場合は大きく二つの傾向があった。 

27 (100.0%)

16 (59.3%)

0 (0.0%)

1 (3.7%)

0 (0.0%)

0 (0.0%)

18 (66.7%)

14 (51.9%)

2 (7.4%)

1 (3.7%)

7 (25.9%)

2 (7.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

PDFファイル形式で提供されてい

るもの

Microsoft Officeのファイル、一太

郎

音声ファイルや動画ファイルで提

供されているもの

上記以外の電子情報で提供され

ているもの

収集対象としていない

無回答

紙媒体で刊行されていたもので、電子情報で提供されるよ

うになった行政資料

紙媒体による発行実績はないが、新たに電子情報のみで

提供されている行政資料

97 (85.8%)

65 (57.5%)

10 (8.8%)

4 (3.5%)

3 (2.7%)

6 (5.3%)

72 (63.7%)

55 (48.7%)

14 (12.4%)

3 (2.7%)

6 (5.3%)

28 (24.8%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

PDFファイル形式で提供さ

れているもの

Microsoft Officeのファイ

ル、一太郎

音声ファイルや動画ファイ

ルで提供されているもの

上記以外の電子情報で提

供されているもの

収集対象としていない

無回答

紙媒体で刊行されていたもので、電子情報で提供される

ようになった行政資料

紙媒体による発行実績はないが、新たに電子情報のみで

提供されている行政資料
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ア ウェブ上に公開された公共機関の情報については黙示の許諾が得られているとする場合 

・公に公開されているものばかりなので特に許可を得てはいない。 

・ウェブで公開（「ダウンロードしてください」と表示）されている資料を収集している。 

イ 自分の自治体のものなので許諾は不要と考えている場合 

・市の発行しているものが中心であり許諾を取る必要があると考えていない。 

・当市発行・県発行で一般公開されているものに限るため、特に許諾を得ていない。 

図 5.6 許諾手続き 

 

(6) 収集方法 

電子行政資料データの収集方法について尋ねた（図 5.7、5.8）。 

都道府県立図書館で 20 館、市区町村立図書館で 84 館、ともに約 74%が「図書館がウェブサイト

から電子情報を収集」していると回答した。「その他」としては、「発行部署が紙媒体に印刷して図

書館に送付」と回答した館も複数あった。 

図 5.7 収集方法（都道府県） 

調査対象数 27（複数回答可） 

図 5.8 収集方法（市区町村） 

調査対象数 113（複数回答可） 

 

２ 電子行政資料の保存・提供 

ここでは、引き続き収集を実施している館を対象に収集した電子行政資料の保存方法及び提供方法

について尋ねた。 

(1) 保存方法 

収集した電子行政資料をどのように保存しているかを尋ねた（図 5.9、5.10）。 

複数回答が可能ではあるが、都道府県立図書館では 21 館（77.8%）が、市区町村立図書館では 88

館（77.9%）が、「電子情報を紙媒体に印刷」していると回答した。電子情報としての特性が十分活

6
22.2%

48
42.5%

14
51.9%

39
34.5%

7
25.9%

23
20.4%

3
2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=  27)

市区町村(n= 113)

包括的に得ている 個別に得ている その他 無回答

20
74.1%

12
44.4%

5
18.5%

0
0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

図書館がウェブサイトから電

子情報を収集

発行部署から図書館へ直接

電子情報を送付

その他

無回答

84
74.3%

37
32.7%

9
8.0%
3

2.7%

0% 20% 40% 60% 80%

図書館がウェブサイトから電

子情報を収集

発行部署から図書館へ直接

電子情報を送付

その他

無回答
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かされていない現状がうかがえる。「電子情報をファイルサーバなどのハードディスクに保存」と回

答した館は、都道府県立図書館で 8 館（29.6%）、市区町村立図書館で 16 館（14.2%）となっており、

割合で見れば都道府県立図書館は市区町村立図書館の倍の実施率となった。 

図 5.9 保存方法（都道府県） 

調査対象数 27（複数回答可） 

図 5.10 保存方法（市区町村） 

調査対象数 113（複数回答可） 

 

 (2) 提供方法 

電子行政資料の提供方法について尋ねた（図 5.11、5.12）。 

都道府県立図書館で 20 館（74.1%）、市区町村立図書館で 72 館（63.7%）が、「OPAC に登録し、紙

媒体で提供」となり、前項 2(1)の保存方法に影響を受けていることが分かる結果となった。次いで

高い割合を示したのは、都道府県立図書館では「自館のデジタルアーカイブ等で公開」であるのに

対し、市区町村立図書館では「館内で来館者に限定公開」であった。 

図 5.11 提供方法（都道府県） 

調査対象数 27（複数回答可） 

図 5.12 提供方法（市区町村） 

調査対象数 113（複数回答可） 

 

 (3) 紙媒体での収集の継続 

紙媒体での刊行が継続されたまま、電子情報としても提供されるようになった行政資料がある。

8
29.6%

4
14.8%

21
77.8%

1
3.7%
0

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電子情報をファイルサーバな

どのハードディスクに保存

電子情報をCD-R、DVD-R、外
付HDD等のメディアに記録

電子情報を紙媒体に印刷

その他

無回答

16
14.2%
15

13.3%
88

77.9%
4

3.5%
4

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電子情報をファイルサーバ

などのハードディスクに保存

電子情報をCD-R、DVD-R、外
付HDD等のメディアに記録

電子情報を紙媒体に印刷

その他

無回答
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20
74.1%

4
14.8%

1
3.7%
0

0.0%
3

11.1%
3

11.1%
2

7.4%
1

3.7%
0

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

OPACに登録し、電子情報で公

開

OPACに登録し、紙媒体で提供

自館のデジタルアーカイブ等

で公開

自館ウェブサイト上で公開

図書館以外の機関のデータ

ベース等で公開

館内で来館者に限定公開

館内端末でDVD-R等で閲覧

提供していない

その他

無回答
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2.7%

72
63.7%

1
0.9%
2
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3

2.7%
18

15.9%
9

8.0%
7

6.2%
8

7.1%
3

2.7%
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OPACに登録し、電子情報で公

開

OPACに登録し、紙媒体で提供

自館のデジタルアーカイブ等

で公開

自館ウェブサイト上で公開

図書館以外の機関のデータ

ベース等で公開

館内で来館者に限定公開

館内端末でDVD-R等で閲覧

提供していない

その他

無回答
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電子情報で行政資料を収集している図書館において、紙媒体での収集を継続しているかどうかにつ

いて尋ねた（図 5.13）。 

都道府県立図書館、市区町村立図書館ともに、「収集を継続している」と回答した館が 80%以上と

多かった。 

図 5.13 紙媒体の継続 

 

３ 電子行政資料に関する課題 

ここでは、電子行政資料の取扱いに関して、現在解決すべき課題と各図書館が考える事項について

まとめた。 

各館で業務を行っている中での課題について、重要なものを３つまで選択してもらっている。 

都道府県立図書館、市区町村立図書館ともに、「対象資料の発行状況の十分な把握ができていない」

が抜きんでて多く、「行政機関との連携が不十分である」とする回答も多かった。現状では、情報収集

等の面で、自治体内の各組織との連携が不足しているという認識の館が多いようである。また、「方針、

基準が不十分である」という回答も多かった。「その他」の記述では、人員・労働力不足や環境不備な

どが挙げられた。具体的には以下のようなものである。 

（都道府県立図書館の例） 

・資料情報の入手や許諾手続、印刷、製本等の事務量の増加 

・書誌作成などに時間がかかり、登録が進まない 

（市区町村立図書館の例） 

・図書館内に電子行政資料を閲覧する機器が設置されていない 

・担当者を置き対応を検討したいが、人員が確保できない 

22
81.5%

98
86.7% 2 (1.8%)

2
7.4%

5
4.4%

1 (3.7%)

2 (1.8%)

2
7.4%

6
5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=  27)

市区町村(n= 113)

収集を継続している
現在は収集しているが、中止する予定がある
収集していない（電子媒体のみ収集）
わからない
無回答

- 62 -



- 63 - 
 

図 5.14 電子行政資料の課題（都道府県） 

調査対象数 27（複数回答可） 

図 5.15 電子行政資料の（市区町村） 

調査対象数 113（複数回答可） 

 

４ 電子行政資料を収集していない図書館 

ここでは、電子行政資料の収集を実施していない図書館を対象として、実施していない理由と今後

の計画の有無について整理する。 

(1) 収集していない理由 

本章１（1）で、電子行政資料を「収集していない」と回答した図書館に、その理由について尋ね

た（図 5.16、5.17）。 

都道府県立図書館、市区町村立図書館ともに、「対象資料の発行状況の把握ができていない」を理

由として挙げた館が４割を超えた。また同時に、都道府県立図書館では「収集方針対象外である」

とする回答も同数あり、意図的に収集を行っていないことが分かる。一方、市区町村立図書館では

「職員の専門的知識が不十分」とする理由が多く挙がっていた。 

「その他」の回答としては、「紙媒体での収集で十分」とする回答が、都道府県立図書館、市区町

村立図書館ともに多く見られた。また、市区町村立図書館においては、「電子行政資料が存在しない」

という回答も多かった。その他、具体的には以下のような理由が挙げられていた。 

（都道府県立図書館の例） 

・必要な資料については、許諾を得て当館で印刷し紙媒体で受け入れている 

・紙媒体、CD-R 等パッケージでの提供を基本としているため、電子資料の収集、保存はしていない 

（市区町村立図書館の例） 

・現在のところは、紙媒体と両方で出されているケースがほとんどのため、紙媒体のみの収集とし

ている 

・必要と思われる資料は印刷して紙媒体で受入しており、それらの提供で十分なため 

24
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11
40.7%
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13

48.1%
2

7.4%
3

11.1%
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0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対象資料の発行状況の十分

な把握ができていない

許諾を得ることが難しい

行政機関との連携が不十分

である

html等、形式により収集でき

ていない電子行政資料がある

記録メディアに不安がある

職員の電子行政資料に関す

る知識が不十分である

方針、基準が不十分である

中長期の計画が不十分であ

る

その他

特になし

無回答
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72
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6.2%
27

23.9%
40
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15
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対象資料の発行状況の十分な

把握ができていない

許諾を得ることが難しい

行政機関との連携が不十分で

ある

html等、形式により収集できて

いない電子行政資料がある

記録メディアに不安がある

職員の電子行政資料に関する

知識が不十分である

方針、基準が不十分である

中長期の計画が不十分である

その他

特になし

無回答
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図 5.16 収集していない理由（都道府県） 

調査対象数 19（複数回答可） 

図 5.17 収集していない理由（市区町村） 

調査対象数 1136（複数回答可） 

 

(2) 電子行政資料に関する今後の計画 

続いて、今後電子行政資料を収集する計画があるかどうかを尋ねた。（図 5.18）。 

「具体的な計画がある」あるいは「具体的な計画はないが収集したい」と回答した館が、都道府

県立図書館では計８館（42.1%）であったのに対し、市区町村立図書館では計 246 館（21.6%）であ

り、実施に向けての意欲は、都道府県立図書館の方が割合が高かった。 

図 5.18 今後の計画  
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0% 20% 40% 60%

収集方針対象外である

自治体ウェブサイト上の公

開・保存で十分である

国会図書館WARPで十分であ

る

予算が不足している

職員が不足している

職員の専門的知識が不十分

行政機関の理解・協力が不

十分

対象資料の発行状況の把握

ができていない

システム的な制約がある

許諾処理への対応が難しい

その他

特に理由はない

無回答
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22.3%

371
32.7%

31
2.7%

259
22.8%

313
27.6%

440
38.7%
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12.0%

473
41.6%
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14.0%
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6.5%
64

5.6%
107

9.4%
13

1.1%

0% 20% 40% 60%

収集方針対象外である

自治体ウェブサイト上の公

開・保存で十分である

国会図書館WARPで十分であ

る

予算が不足している

職員が不足している

職員の専門的知識が不十分

行政機関の理解・協力が不

十分

対象資料の発行状況の把握

ができていない

システム的な制約がある

許諾処理への対応が難しい

その他

特に理由はない

無回答
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580
51.1%

4
21.1%
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26.6%

8 (0.7%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=  19)

市区町村(n=1136)

具体的な計画がある 具体的な計画はないが収集したい
収集の予定はない わからない
無回答
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